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２．対象・目的・内容
独居高齢者及び高齢者のみ世帯で、介護サービスや緊急通報装置を利用していない世帯を対象に、安否確認の見守
りを兼

年

ねて、市の配布物の定期配達を宅配事業者に委託する。
配達は、認知症等の異変がないかを確認するために必ず対面で手渡しとし、何らかの異変があった場合には、速や
かに地域包括支援センター（市：長寿福祉課）へ報告

度

する。

事 業 概 要

福祉票を提出されている世帯のうち、介護サービスの利用がなく、緊急通報装置も設置していない独居高齢者及び
事業の対象 高齢者のみ世帯のうち希望のあった者

ただし、人と接する機会が１度でも多く必要

　

な場合は対象とする。
（誰・何を）

見守りの目が行き届きにくい高齢者が、住み慣れた自宅での生活を安心して継続できるようにする。
事業の目的
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平成 算

説 明

対象者が配布物を見ることにより介護予防や消費者被害の予防等につながることや、配達時の報告を受けて在宅
介護支援センターの実態把握事業につなげることができる。事業実施して間もないため、支援へつなげた実績は
少ないが、継続実施することにより、さらなる見守りの強化へつなげることができる。

価

評 価 事業の優先度(緊急性) 4 事業の必要性 1 実施主体の妥当性 3

２ ポイント 直接の

事

サービスの相手方 1 受益者負担の適切さ 5 市民ニーズの把握 3
事 業 の 継続実施

次 総合評価

評

業

説 明
価

の

介護サービスや緊急通報装置を利用していない独居高齢者や高齢世帯を対象とした事業（目の届かなかった世帯
を対象とした事業）であり、今後も高齢者世帯全体の増加が考えられる。平成28年度から開始された事業である
ため、成果指標を設定のうえ、２～３年間は状況（対象世帯の推移等）と成果の確認が必要である。そのうえで、
再度、見直しか継続実施かの判断をすることが望ましい。また、現在、ヤマト運輸に業務を委託しているが、地
元へ業務の依頼ができないか検討を行う必要がある。

概要説明
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実績・成果

当

等 の 説 明

初

事業開始時期については、当初６月を予定。申込の取りまとめ等、民生委員との調整に時間を要し９月開始とした。
ヤマト運輸株式会社姫路主管支店と手渡しによる配達を基本とし、異変がないか等の状況確認及び報告を受ける内
容の委託契約を単年度で締結。実施に当たっては、市からの簡単な質問事項の聞取りも同時に行うこととした。配
布物は８割を超える方が全てに目を通されていた。配達時の状況報告の中には気になるコメントもあり、訪問や見
守りの強化、必要な支援へつなげたケースもあった。約220件／月の配達を行った。

６．評価
評 価 事業の優先度(緊急性) 4 事業の必要性 4 実施主体の妥当性 3
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